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(57)【要約】
【課題】鹸化処理の際に保護フィルムを必要とせず、か
つ鹸化処理前後でハードコート層および低屈折率層の性
能が劣化しない反射防止フィルムおよびその製造方法、
ならびに該反射防止フィルムを備えた反射防止性偏光板
および透過型液晶ディスプレイを提供する。
【解決手段】透明基材の少なくとも片面に、ハードコー
ト層と低屈折率層とが順次積層されており、該ハードコ
ート層の最表面からの深さ３００ｎｍにおける表面硬度
αが０．６～０．８ＧＰａで、該表面硬度αと最表面か
らの深さ５０ｎｍにおける表面硬度βとの比（β／α）
が０．６～１．０であり、該ハードコート層に該低屈折
率層を積層した塗膜生成物がアルカリ耐性を有する反射
防止フィルムおよびその製造方法、ならびに該反射防止
フィルムを備えた反射防止性偏光板および透過型液晶デ
ィスプレイ。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透明基材の少なくとも片面に、ハードコート層と低屈折率層とが順次積層された反射防
止フィルムにおいて、
前記ハードコート層の最表面からの深さ３００ｎｍにおける表面硬度αが０．６～０．８
ＧＰａであり、かつ、該表面硬度αと最表面からの深さ５０ｎｍにおける表面硬度βとの
比（β／α）が０．６～１．０であり、
前記ハードコート層に前記低屈折率層を積層した塗膜生成物がアルカリ耐性を有すること
を特徴とする、反射防止フィルム。
【請求項２】
　ハードコート層の最表面からの深さ５０ｎｍから３００ｎｍの間における表面硬度が、
最表面からの深さに比例して連続的に上昇することを特徴とする、請求項１に記載の反射
防止フィルム。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の反射防止フィルムを備え、該反射防止フィルムにおけるハー
ドコート層と反対側の透明基材面側に、偏光層と第２の透明基材とを順に備えたことを特
徴とする、反射防止性偏光板。
【請求項４】
　少なくとも反射防止性偏光板と、液晶セルと、第２の偏光板と、バックライトユニット
とを順に備えた透過型液晶ディスプレイであって
前記反射防止性偏光板が、請求項３に記載の反射防止性偏光板であることを特徴とする、
透過型液晶ディスプレイ。
【請求項５】
　透明基材の少なくとも片面に、ハードコート層と低屈折率層とが順次積層された反射防
止フィルムの製造方法であって、
前記透明基材上に、電離放射線硬化型材料を含むハードコート層形成用塗液を塗布し、塗
膜を形成する工程と、
前記塗膜に対して、酸素濃度が５００～２０００ｐｐｍとなるように電離放射線照射を行
ってハードコート層を形成する工程と、
前記工程で形成されたハードコート層上に、低屈折率層を形成する工程と
を備えることを特徴とする、請求項１に記載の反射防止フィルムの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、反射防止フィルムおよびその製造方法、ならびに反射防止性偏光板および透
過型液晶ディスプレイに関する。さらには、例えばＣＲＴディスプレイ、液晶ディスプレ
イ、プラズマディスプレイ、ＥＬディスプレイ等の画像表示装置、またガラスやプラスチ
ックフィルムからなるウィンドウ、光学レンズ、眼鏡等の表面に使用される反射防止フィ
ルムおよびその製造方法、ならびに該反射防止フィルムを備えた反射防止性偏光板および
透過型液晶ディスプレイに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、画像表示装置においては、外光が表示画面上に映りこむことによって画像を認
識しづらくなるという問題がある。さらに、近年では、屋内だけでなく屋外にも画像表示
装置が持ち出される機会が増加し、表示画面上への外光の映り込みや高度な耐久性がより
重要な問題になっている。
【０００３】
　ところで、この表示画面上への映りこみは、反射率を低下させることによって解決され
る。そのために、屈折率の異なる層を積層した反射防止フィルムが用いられており、この
ような反射防止フィルムでは、層数が増加するほど反射防止性能は向上する。
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【０００４】
　しかし、層数の増加とともにコストも上昇するため、コストを抑えつつ単層よりも良好
な反射防止性能を発揮する２層または３層の積層体が反射防止フィルムとして使用される
ことが多い。これらの中でも、２層構成の場合、高屈折率材料を第１層として基材側に堆
積し、低屈折率材料を第２層である最外層に用いた構成が一般的であり、反射防止性能が
良好である。
【０００５】
　反射防止フィルムを製造する際には、物理蒸着（ＰＶＤ）法や化学蒸着（ＣＶＤ）法等
のドライコーティング法と、ウェットコーティング法とが知られている。ドライコーティ
ング法の場合は、ウェットコーティング法では困難な高屈折率層の膜厚を精密に制御でき
るという利点がある。
【０００６】
　反射防止フィルムをディスプレイ表面に設けることにより、その反射防止性能によって
、外光の反射を抑制することができ、明所でのコントラストを向上させることができる。
また、同時に透過率を向上させることができることから、画像をより明るく表示可能にす
ることができる。さらに、バックライトの出力を抑える等の省エネ効果も期待できる。
【０００７】
　このような反射防止フィルムにおいては、透明基材上に形成するハードコート層により
、表面硬度が付与されている。ハードコート層は、一般にアクリル多官能化合物の重合体
からなり、アクリル樹脂の特性により、表面硬度や耐擦傷性を有するが、絶縁性が高いた
めに帯電しやすく、ハードコート層を設けた製品表面への埃等の付着や、帯電による走行
不良等の問題を抱えている。このため、透明基材上にハードコート層と反射防止層とを備
える反射防止フィルムにおいては、ハードコート層に帯電防止機能を付与する方法が提案
されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００８】
　ところで、このような反射防止フィルムは、そのトリアセチルセルロースフィルム（以
下、ＴＡＣフィルムともいう）等の透明基材の一方の面にハードコート層と反射防止層と
が順に備えられており、反射防止層非形成面側に第１の偏光層と第２の透明基材とを順に
備えた、画像表示装置の一部である偏光板に用いられている。この偏光板の偏光層は、主
として延伸配向したポリビニルアルコールフィルムおよびその誘導体をヨウ素で染色する
ことにより偏光機能が付与され、染色の際、ヨウ素は吸着・配向することによって偏光性
能を発揮している。
【０００９】
　鹸化処理の工程は、ＴＡＣフィルムにハードコート層および反射防止層を積層した後に
実施する場合と、予めＴＡＣフィルムに鹸化処理を行い、その後、ハードコート層および
反射防止層を形成する場合とがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２０００－３２１４２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　ところが、前者のようにハードコート層および反射防止層を形成した後に鹸化処理を行
う場合、ハードコート層または反射防止層がアルカリ液に侵食され、その機能が十分に発
揮されないという現象が起きてしまう。また、侵食を防止するために、通常はハードコー
ト層または反射防止層の上に保護フィルムを貼合するが、鹸化処理後に保護フィルムは除
去されるため、コストが上昇してしまう。一方、後者のように予めＴＡＶフィルムに鹸化
処理を行い、その後、ハードコート層および反射防止層を形成する際に、ハードコート層
を電離放射線硬化型樹脂により形成しようとする場合、ハードコート層のＴＡＣフィルム
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に対する密着性が悪いという問題がある。
【００１２】
　そこで、本発明では、鹸化処理の際に保護フィルムを必要とせず、かつ鹸化処理前後で
ハードコート層および反射防止層の性能が劣化しない反射防止フィルムおよびその製造方
法、ならびに該反射防止フィルムを備えた反射防止性偏光板および透過型液晶ディスプレ
イを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明の反射防止フィルムは、透明基材の少なくとも片面に、ハードコート層と低屈折
率層とが順次積層されたものであり、該ハードコート層の最表面からの深さ３００ｎｍに
おける表面硬度αが０．６～０．８ＧＰａであり、かつ、該表面硬度αと最表面からの深
さ５０ｎｍにおける表面硬度βとの比（β／α）が０．６～１．０であり、該ハードコー
ト層に該低屈折率層を積層した塗膜生成物がアルカリ耐性を有することを特徴とする。
【００１４】
　本発明の反射防止フォルムでは、ハードコート層の最表面からの深さ５０ｎｍから３０
０ｎｍの間における表面硬度が、最表面からの深さに比例して連続的に上昇することが好
ましい。
【００１５】
　また本発明の反射防止性偏光板は、前記反射防止フィルムを備え、該反射防止フィルム
におけるハードコート層と反対側の透明基材面側に、偏光層と第２の透明基材とを順に備
えたことを特徴とする。
【００１６】
　また本発明の透過型液晶ディスプレイは、少なくとも反射防止性偏光板と、液晶セルと
、第２の偏光板と、バックライトユニットとを順に備えており、該反射防止性偏光板が、
前記反射防止性偏光板であることを特徴とする。
【００１７】
　さらに本発明の反射防止フィルムの製造方法は、透明基材の少なくとも片面に、ハード
コート層と低屈折率層とが順次積層された前記反射防止フィルムの製造方法であり、該透
明基材上に、電離放射線硬化型材料を含むハードコート層形成用塗液を塗布し、塗膜を形
成する工程と、該塗膜に対して、酸素濃度が５００～２０００ｐｐｍとなるように電離放
射線照射を行ってハードコート層を形成する工程と、該工程で形成されたハードコート層
上に、低屈折率層を形成する工程とを備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、鹸化処理の際に保護フィルムを必要とせず、かつ鹸化処理前後でハー
ドコート層および低屈折率層の性能が劣化しない反射防止フィルムおよびその製造方法、
ならびに該反射防止フィルムを備えた反射防止性偏光板および透過型液晶ディスプレイを
提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の実施の形態１に係る反射防止フィルムを示す概略断面図
【図２】本発明の実施の形態２に係る、反射防止フィルムを備えた反射防止性偏光板を示
す概略断面図
【図３】（ａ）および（ｂ）は、本発明の実施の形態３に係る、反射防止フィルムを有す
る反射防止性偏光板を備えた透過型液晶ディスプレイを示す概略断面図
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施の形態に係る反射防止フィルムおよびその製造方法、ならびに該反
射防止フィルムを備えた反射防止性偏光板および透過型液晶ディスプレイについて図面を
参照して説明する。
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【００２１】
（実施の形態１）
　図１は、本発明の一実施形態である実施の形態１に係る反射防止フィルムを示す概略断
面図である。図１に示すように、本発明の実施の形態１に係る反射防止フィルム１０は、
透明基材１１、ハードコート層１２および低屈折率層１３を備えており、透明基材１１上
にハードコート層１２および低屈折率層１３が順に積層されている。このうち低屈折率層
１３は、最表面を形成する。
【００２２】
　ここで、ハードコート層１２を設けることにより、その表面に高い表面硬度を付与する
ことができ、耐擦傷性に優れた反射防止フィルム１０とすることができる。また、後述す
るように、４級アンモニウム塩を用いてハードコート層１２を形成することにより、帯電
防止性をより向上させることができる。
【００２３】
　まず、透明基材１１について説明する。透明基材１１としては、プラスチックフィルム
を好適に用いることができる。例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエ
ーテルサルフォン（ＰＥＳ）、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥ
Ｎ）、ポリアリレート（ＰＡＲ）、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）、ポリカー
ボネート（ＰＣ）、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、ナイロン６等のポ
リアミド（ＰＡ）、ポリイミド（ＰＩ）、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）等のセルロ
ース系樹脂フィルム、ポリウレタン（ＰＵＲ）、ポリテトラフルオロエチレン等のフッ素
系樹脂、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）等のビニル化合物、ポリアクリル酸（ＰＭＭＡ）、ポ
リアクリル酸エステル、ポリアクリロニトリル、ビニル化合物の付加重合体、ポリメタク
リル酸、ポリメタクリル酸エステル、ポリ塩化ビニリデン等のビニリデン化合物、フッ化
ビニリデン／トリフルオロエチレン共重合体、エチレン／酢酸ビニル共重合体等のビニル
化合物またはフッ素系化合物の共重合体、ポリエチレンオキシド等のポリエーテル、エポ
キシ樹脂、ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）、ポリビニルブチラール等を用いることがで
きるが、これらに限定されるものではなく、機械的強度や寸法安定性に優れるものであれ
ばよい。また、密着性を向上させるために、前処理としてコロナ処理、低温プラズマ処理
等を施しておいてもよい。
【００２４】
　前記プラスチックフィルムの中でも、複屈折が少なく透明性が良好であるトリアセチル
セルロースフィルム（ＴＡＣフィルム）を用いることが特に好ましい。
【００２５】
　次に、ハードコート層１２について説明する。ハードコート層１２は、前記透明基材１
１上に形成されるものであり、例えば紫外線硬化型材料、電子線硬化型材料等の電離放射
線硬化型材料を含むハードコート層形成用塗液を透明基材１１上に塗布して塗膜を形成し
た後、加熱乾燥により塗膜中の溶媒を揮発させ、その後、紫外線、電子線等の電離放射線
を照射することにより塗膜を硬化させて形成することができる。
【００２６】
　前記紫外線硬化型材料としては、アクリル系材料を用いることができる。アクリル系材
料としては、多価アルコールの（メタ）アクリル酸エステルのような多官能の（メタ）ア
クリレート化合物、ジイソシアネートと多価アルコール及び（メタ）アクリル酸のヒドロ
キシエステル等から合成されるような多官能のウレタン（メタ）アクリレート化合物を使
用することができる。
【００２７】
　なお、本明細書において「（メタ）アクリ」とは「アクリ」と「メタクリ」の両方を示
している。たとえば「ウレタン（メタ）アクリレート」は「ウレタンアクリレート」と「
ウレタンメタアクリレート」の両方を示している。
【００２８】
　紫外線硬化型材料としては、例えば、ポリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレー
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トヘキサンジオール（メタ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリ
レート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メ
タ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、１、６－ヘキ
サンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート
等が挙げられる。特に本発明では、官能基を３つ以上有する紫外線硬化型材料を用いるこ
とが好ましく、ペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート等を用いることが好ま
しい。官能基が２つ以下の場合、硬度が低く、作業性が低下する恐れがある。
【００２９】
　アクリル系材料の中でも、所望する分子量、分子構造を設計することができ、形成され
るハードコート層の物性のバランスを容易にとることが可能であるという点から、多官能
のウレタンアクリレートを好適に用いることができる。ウレタンアクリレートは、多価ア
ルコール、多価イソシアネート及び水酸基含有アクリレートを反応させることによって得
られる。具体的には、ＵＡ－３０６Ｈ、ＵＡ－３０６Ｔ、ＵＡ－３０６ｌ等（いずれも、
共栄社化学（株）製）、ＵＶ－１７００Ｂ、ＵＶ－６３００Ｂ、ＵＶ－７６００Ｂ、ＵＶ
－７６０５Ｂ、ＵＶ－７６４０Ｂ、ＵＶ－７６５０Ｂ等（いずれも、日本合成化学工業（
株）製）、Ｕ－４ＨＡ、Ｕ－６ＨＡ、ＵＡ－１００Ｈ、Ｕ－６ＬＰＡ、Ｕ－１５ＨＡ、Ｕ
Ａ－３２Ｐ、Ｕ－３２４Ａ等（いずれも、新中村化学工業（株）製）、Ｅｂｅｃｒｙｌ－
１２９０、Ｅｂｅｃｒｙｌ－１２９０Ｋ、Ｅｂｅｃｒｙｌ－５１２９等（いずれも、ダイ
セル・ユーシービー（株）製）、ＵＮ－３２２０ＨＡ、ＵＮ－３２２０ＨＢ、ＵＮ－３２
２０ＨＣ、ＵＮ－３２２０ＨＳ等（いずれも、根上工業（株）製）を挙げることができる
が、これらに限定されるものではない。
【００３０】
　またこれらの他にも、電離放射線硬化型材料として、アクリレート系の官能基を有する
ポリエーテル樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、アルキッド樹脂、スピロアセター
ル樹脂、ポリブタジエン樹脂、ポリチオールポリエン樹脂等を使用することができる。
【００３１】
　ハードコート層に帯電防止性能を付与するには、４級アンモニウム塩材料を用いるほか
、金属粒子や金属酸化物粒子等の導電性粒子を用いることができるが、これらの導電性粒
子を用いた場合には、反射防止フィルムの全光線透過率が低下する恐れがあるので、本発
明では４級アンモニウム塩材料を用いることが好ましい。
【００３２】
　前記４級アンモニウム塩材料として、４級アンモニウム塩を官能基として分子内に含む
アクリル系材料を好適に用いることができる。４級アンモニウム塩材料は、－Ｎ+Ｘ-の構
造を示し、４級アンモニウムカチオン（－Ｎ+）とアニオン（Ｘ-）とを備えることにより
、ハードコート層に導電性を発現させる。なお、Ｘ-としては、例えば、Ｃｌ-、Ｂｒ-、
Ｉ-、Ｆ-、ＨＳＯ4

-、ＳＯ4
2-、ＮＯ3

-、ＰＯ4
3-、ＨＰＯ4

2-、Ｈ2ＰＯ4
-、ＳＯ3

-、ＯＨ
-等を挙げることができる。
【００３３】
　４級アンモニウム塩を官能基として分子内に含むアクリル系材料としては、４級アンモ
ニウム塩（－Ｎ+Ｘ-）を官能基として分子内に含む多価アルコールの（メタ）アクリル酸
エステルのような単官能または多官能の（メタ）アクリレート化合物、ジイソシアネート
と多価アルコール及び（メタ）アクリル酸のヒドロキシエステル等から合成されるような
多官能のウレタン（メタ）アクリレート化合物を使用することができる。
【００３４】
　４級アンモニウム塩を官能基として分子内に含むアクリル系材料として、具体的には、
ライトエステルＤＱ－１００（共栄社化学（株）製）等を用いることができる。
【００３５】
　またハードコート層形成用塗液には、炭素－炭素不飽和二重結合を備えるアミド化合物
を添加してもよい。炭素－炭素不飽和二重結合を備えるアミド化合物とは、一分子内に１
以上のアミド基および１以上の重合性基を有するモノマーである。具体的には、（メタ）
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アクリルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジオクチル（メタ）
アクリルアミド、Ｎ－モノブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル
）アクリルアミド、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）メタクリルアミド（メタ）アクリロイ
ルモルホリン等のアクリル系化合物、Ｎ－ビニルホルムアミド、２－プロペニルホルムア
ミド、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニル－ε－カプロラクタム等のビニル系化合物が挙
げられる。
【００３６】
　さらにハードコート層形成用塗液には光重合開始剤を添加することができる。光重合開
始剤としては、紫外線が照射された際にラジカルを発生するものであればよく、例えば、
アセトフェノン類、ベンゾイン類、ベンゾフェノン類、ホスフィンオキシド類、ケタール
類、アントラキノン類、チオキサントン類等を用いることができる。光重合開始剤の添加
量は、電離放射線硬化型材料１００重量部に対して、好ましくは０．１～１０重量部、さ
らに好ましくは１～７重量部である。
【００３７】
　ハードコート層形成用塗液は、通常、揮発性溶媒に希釈して透明基材に塗布される。希
釈溶媒には特に限定がないが、塗液の安定性、ハードコート層の濡れ性、揮発性等を考慮
して、例えば、メタノール、エタノール、イソプロパノール、ブタノール、２－メトキシ
エタノール等のアルコール類、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン
等のケトン類、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ブチル等のエステル類、ジイソプロピルエ
ーテル等のエーテル類、エチレングリコール、プロピレングリコール、ヘキシレングリコ
ール等のグリコール類、エチルセロソルブ、ブチルセロソルブ、エチルカルビトール、ブ
チルカルビトール等のグリコールエーテル類、ヘキサン、ヘプタン、オクタン等の脂肪族
炭化水素類、ハロゲン化炭化水素、ベンゼン、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素、
Ｎ－メチルピロリドン、ジメチルホルムアミド等を用いることが好ましい。また、溶媒は
１種類のみならず２種類以上の混合物として用いることも可能である。
【００３８】
　ハードコート層形成用塗液の塗布方法としては、例えば、ロールコーター、リバースロ
ールコーター、グラビアコーター、マイクログラビアコーター、ナイフコーター、バーコ
ーター、ワイヤーバーコーター、ダイコーター、ディップコーターを用いた塗布方法を用
いることができる。
【００３９】
　例えば前記方法にて透明基材１１上にハードコート層形成用塗液を塗布して形成された
塗膜に、紫外線、電子線等の電離放射線を照射することにより塗膜を硬化させ、ハードコ
ート層１２を形成することができる。
【００４０】
　例えば塗膜に紫外線を照射する場合、紫外線を発生する光源としては、低圧水銀灯、中
圧水銀灯、高圧水銀灯、カーボンアーク灯、メタルハライドランプ、キセノンランプ、無
電極放電管等を用いることができる。
【００４１】
　塗膜に電離放射線照射を行う際には、酸素濃度が５００～２０００ｐｐｍ、好ましくは
７００～１５００ｐｐｍとなるようにする。酸素濃度が５００ｐｐｍ未満である場合、ハ
ードコート層の表面近傍の表面硬度が不十分となる。一方、酸素濃度が２０００ｐｐｍを
超える場合、ハードコート層の表面近傍の表面硬度が高くなり、耐鹸化性が消失してしま
う。例えばＮ2ガス等の不活性ガスを導入することにより、酸素濃度を５００～２０００
ｐｐｍとすることができる。
【００４２】
　かくして得られるハードコート層１２の膜厚には特に限定がないが、５～１２μｍであ
ることが好ましい。ハードコート層１２は、透明基材１１の表面硬度を向上させ、鉛筆等
の荷重のかかる引っ掻きによる傷を付きにくくすることができるものであり、透明基材１
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１の屈曲により、後述する低屈折率層１３とともにクラックが入るのが抑制され、反射防
止フィルム１０の機械的強度が改善される。
【００４３】
　ここで、反射防止フィルムと偏光層とを貼合させて偏光板とするにあたって、通常、偏
光層との接着性を向上させるために、反射防止フィルムに鹸化処理を施す。鹸化処理によ
って、ＴＡＣフィルムの表面は官能基である酸素原子と結合したアセチル基が水酸基へ変
換されることになり、偏光素子との密着性が向上する。
【００４４】
　同時に、最表面である低屈折率層がアルカリ液からの侵食を受けてしまう。具体的には
、低屈折率層成分のアルカリ液への溶出、アルカリ液の侵食によるＴＡＣフィルムとハー
ドコート層界面との密着不良、ハードコート層と低屈折率層界面との密着不良等が挙げら
れる。これらにより、鹸化後に、鹸化前の反射防止フィルムの性能が維持できなくなる。
【００４５】
　しかし、本発明の実施の形態１に係る反射防止フィルムは、ハードコート層の表面硬度
を変化させることにより耐鹸化性が付与されており、鹸化処理において低屈折率層からな
る最表面に保護フィルムを貼合させる必要がないものである。
【００４６】
　また、保護フィルムは、鹸化処理においてアルカリ液からの侵食を防止するだけでなく
、偏光板の製造工程で、基材搬送等で発生する傷等を防止する役割もある。本発明の反射
防止フィルムでは、表面硬度と耐鹸化性との関係と同時に、傷等が発生しないような機械
強度も重要である。
【００４７】
　ハードコート層の表面硬度は、ナノインデンテーション試験として測定される。本発明
の反射防止フィルムでは、ハードコート層の最表面からの深さ３００ｎｍにおける表面硬
度αが０．６～０．８ＧＰａ、好ましくは０．６２～０．７０ＧＰａであり、かつ、該表
面硬度αと最表面からの深さ５０ｎｍにおける表面硬度βとの比（β／α）が０．６～１
．０、好ましくは０．６１～０．８３である。
【００４８】
　表面硬度αが０．６ＧＰａ未満である場合、硬度不足によって機械強度が不十分となっ
てしまう。一方、表面硬度αが０．８ＧＰａを超える場合、傷が入りやすくなったり、反
射防止フィルムの柔軟性がなくなり、クラックが入りやすくなってしまう。
【００４９】
　また、表面硬度αが０．６～０．８ＧＰａであるにも係らず、表面硬度αと最表面から
の深さ５０ｎｍにおける表面硬度βとの比（β／α）が０．６未満である場合、表面近傍
の硬度不足により、低屈折率層を積層する際に塗工適性がなく、ワイヤーバー等のスジが
でる等面性不良になってしまう。β／αが０．６以上であれば、耐鹸化性および等面性と
、機械強度とを両立することができる。一方、β／αが１．０を超える場合、ハードコー
ト層内部よりも表面近傍の方が、表面硬度が高くなり、耐鹸化性がなくなってしまう。
【００５０】
　なお、本発明の反射防止フィルムにおいて、ハードコート層の最表面からの深さ５０ｎ
ｍから３００ｎｍの間における表面硬度が、最表面からの深さに比例して連続的に上昇す
ることが、ハードコート層の硬度をより十分なものとすることができるという点から好ま
しい。
【００５１】
　また、本明細書において、表面硬度は、Ｎａｎｏｉｎｄｅｎｔｅｒ　ＤＣＭ（ＭＴＳ社
製）を用い、押し込み深さ１ｕｍ、温度２３℃、相対湿度５０％の条件で測定した値をい
う。
【００５２】
　次に、低屈折率層１３について説明する。低屈折率層１３は、前記ハードコート層１２
上に形成されるものであり、低屈折率層形成用塗液をハードコート層１２上に塗布して塗
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膜を形成した後、加熱乾燥により塗膜中の溶媒を揮発させ、その後、紫外線、電子線等の
電離放射線を照射することにより塗膜を硬化させて形成することができる。
【００５３】
　低屈折率層形成用塗液には、例えば電離放射線硬化型材料を添加することができ、該電
離放射線硬化型材料としては、ハードコート層形成用塗液の場合と同様に、アクリル系材
料を用いることができる。アクリル系材料としては、多価アルコールの（メタ）アクリル
酸エステルのような多官能の（メタ）アクリレート化合物、ジイソシアネートと多価アル
コール及び（メタ）アクリル酸のヒドロキシエステル等から合成されるような多官能のウ
レタン（メタ）アクリレート化合物を使用することができる。またこれらの他にも、アク
リレート系の官能基を有するポリエーテル樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、アル
キッド樹脂、スピロアセタール樹脂、ポリブタジエン樹脂、ポリチオールポリエン樹脂等
を使用することができる。
【００５４】
　アクリル系材料の中でも、所望する分子量、分子構造を設計することができ、形成され
るハードコート層の物性のバランスを容易にとることが可能であるという点から、多官能
のウレタンアクリレートを好適に用いることができる。ウレタンアクリレートは、多価ア
ルコール、多価イソシアネート及び水酸基含有アクリレートを反応させることによって得
られる。具体的には、ＵＡ－３０６Ｈ、ＵＡ－３０６Ｔ、ＵＡ－３０６ｌ等（いずれも、
共栄社化学（株）製）、ＵＶ－１７００Ｂ、ＵＶ－６３００Ｂ、ＵＶ－７６００Ｂ、ＵＶ
－７６０５Ｂ、ＵＶ－７６４０Ｂ、ＵＶ－７６５０Ｂ等（いずれも、日本合成化学工業（
株）製）、Ｕ－４ＨＡ、Ｕ－６ＨＡ、ＵＡ－１００Ｈ、Ｕ－６ＬＰＡ、Ｕ－１５ＨＡ、Ｕ
Ａ－３２Ｐ、Ｕ－３２４Ａ等（いずれも、新中村化学工業（株）製）、Ｅｂｅｃｒｙｌ－
１２９０、Ｅｂｅｃｒｙｌ－１２９０Ｋ、Ｅｂｅｃｒｙｌ－５１２９等（いずれも、ダイ
セル・ユーシービー（株）製）、ＵＮ－３２２０ＨＡ、ＵＮ－３２２０ＨＢ、ＵＮ－３２
２０ＨＣ、ＵＮ－３２２０ＨＳ等（いずれも、根上工業（株）製）を挙げることができる
が、これらに限定されるものではない。
【００５５】
　低屈折率層形成用塗液には、低屈折率粒子を添加することもでき、例えば、ＬｉＦ、Ｍ
ｇＦ、３ＮａＦ・ＡｌＦまたはＡｌＦ（いずれも、屈折率１．４）、もしくはＮａ3Ａｌ
Ｆ6（氷晶石、屈折率１．３３）等の低屈折率材料からなる低屈折率粒子が挙げられる。
【００５６】
　前記低屈折率材料からなる低屈折率粒子のほかにも、粒子の内部に空隙を有する低屈折
率粒子を用いることができる。粒子の内部に空隙を有する低屈折率粒子は、空隙の部分を
空気の屈折率（約１）とすることができるので、非常に低い屈折率を備える低屈折率粒子
となる。具体的には、多孔質シリカ粒子、シェル（殻）構造のシリカ粒子等の粒子内部に
空隙を有するシリカ粒子を好適に用いることができる。
【００５７】
　粒子内部に空隙を有するシリカ粒子の平均粒子径は１～１００ｎｍ、さらには５０～８
０ｎｍであることが好ましい。平均粒子径が１００ｎｍを超える場合、レイリー散乱によ
って光が著しく反射され、低屈折率層が白化して反射防止フィルムの透明性が低下する恐
れがある。一方、平均粒子径が１ｎｍ未満の場合、粒子の凝集による低屈折率層における
粒子の不均一性等の問題が生じる恐れがある。
【００５８】
　低屈折率層形成用塗液には、撥水性能を有するシリコーン系材料を添加してもよい。該
シリコーン系材料としては、例えば、アルキルアラルキル変性シリコーンオイル、アルキ
ル変性シリコーンオイル、ポリエーテル変性シリコーンオイル、アルキルポリエーテル変
性シリコーンオイル等を用いることが好ましい。
【００５９】
　また、撥水性能を有するシリコーン系材料としては、フッ素を含有せず、（メタ）アク
リル基を有さない有機ケイ素化合物を用いることもできる。具体的には、アルキルアルコ
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キシシラン化合物、シランシロキサン化合物、ポリエステル基を含有するシラン化合物、
ポリエーテル基を有するシラン化合物、シロキサン化合物等を用いることもできる。
【００６０】
　さらに低屈折率層形成用塗液には、ハードコート層形成用塗液の場合と同様に、光重合
開始剤を添加することができる。光重合開始剤としては、紫外線が照射された際にラジカ
ルを発生するものであればよく、例えば、アセトフェノン類、ベンゾイン類、ベンゾフェ
ノン類、ホスフィンオキシド類、ケタール類、アントラキノン類、チオキサントン類等を
用いることができる。光重合開始剤の添加量は、電離放射線硬化型材料１００重量部に対
して、好ましくは０．１～１０重量部、さらに好ましくは１～７重量部である。
【００６１】
　低屈折率層形成用塗液は、ハードコート層形成用塗液の場合と同様に、通常、揮発性溶
媒に希釈してハードコート層に塗布される。希釈溶媒には特に限定がないが、塗液の安定
性、低屈折率層の濡れ性、揮発性等を考慮して、例えば、メタノール、エタノール、イソ
プロパノール、ブタノール、２－メトキシエタノール等のアルコール類、アセトン、メチ
ルエチルケトン、メチルイソブチルケトン等のケトン類、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸
ブチル等のエステル類、ジイソプロピルエーテル等のエーテル類、エチレングリコール、
プロピレングリコール、ヘキシレングリコール等のグリコール類、エチルセロソルブ、ブ
チルセロソルブ、エチルカルビトール、ブチルカルビトール等のグリコールエーテル類、
ヘキサン、ヘプタン、オクタン等の脂肪族炭化水素類、ハロゲン化炭化水素、ベンゼン、
トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素、Ｎ－メチルピロリドン、ジメチルホルムアミド
等を用いることが好ましい。また、溶媒は１種類のみならず２種類以上の混合物として用
いることも可能である。
【００６２】
　低屈折率層形成用塗液の塗布方法としては、ハードコート層形成用塗液の場合と同様に
、例えば、ロールコーター、リバースロールコーター、グラビアコーター、マイクログラ
ビアコーター、ナイフコーター、バーコーター、ワイヤーバーコーター、ダイコーター、
ディップコーターを用いた塗布方法を用いることができる。
【００６３】
　例えば前記方法にてハードコート層１２上に低屈折率層形成用塗液を塗布して形成され
た塗膜に、紫外線、電子線等の電離放射線を照射することにより塗膜を硬化させ、低屈折
率層１３を形成することができる。
【００６４】
　例えば塗膜に紫外線を照射する場合、紫外線を発生する光源としては、ハードコート層
形成用塗液の場合と同様に、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、カーボンアーク灯、
メタルハライドランプ、キセノンランプ、無電極放電管等を用いることができる。
【００６５】
　かくして得られる低屈折率層１３の膜厚には特に限定がないが、９５～１１０ｎｍであ
ることが好ましい。
【００６６】
　本発明の実施の形態１に係る反射防止フィルムでは、ハードコート層に低屈折率層を積
層した塗膜生成物がアルカリ耐性を有するので、反射防止フィルムと偏光層とを貼合させ
て偏光板とするにあたって、反射防止フィルムに鹸化処理を施す際に保護フィルムを必要
とせず、かつ鹸化処理前後でハードコート層および低屈折率層の性能が劣化することがな
い。
【００６７】
　本発明の反射防止フィルムは、低屈折率層表面の平均視感反射率が０．４～１．５％で
あることが好ましい。平均視感反射率が１．５％を超える場合は、反射防止性能が低下し
、外光の映り込みが発生しやすくなる恐れがある。一方、平均視感反射率が０．４％未満
の場合は、高い反射防止性能を実現するために、低屈折率層に加えて高屈折率層を積層す
る必要が生じ、コスト高となる恐れがある。なお、全光線透過率は９５％以上であること
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が好ましい。全光線透過率が９５％未満の場合は、後述する透過型液晶ディスプレイ等の
画像装置の表面に設ける反射防止フィルムとして適さなくなる恐れがある。
【００６８】
　なお、平均視感反射率は、低屈折率層表面の分光反射率曲線から求められる。本発明の
実施の形態１に係る反射防止フィルムの分光反射率曲線は、その低屈折率層と反対側の面
を黒色塗料で艶消し処理した後に行われ、低屈折率層表面に対しての垂直方向から入射角
度は５度に設定され、光源としてＣ光源を用い、２度視野の条件下で求められる。平均視
感反射率は、可視光の各波長の反射率を比視感度により校正し、平均した反射率の値であ
る。このとき、比視感度として明所視標準比視感度が用いられる。
【００６９】
　本発明の反射防止フィルムに帯電防止性能が付与されている場合、低屈折率層表面の表
面抵抗値は１．０×１０5～１．０×１０11Ω／ｃｍ2であることが好ましい。なお、低屈
折率層表面の表面抵抗値が１．０×１０11Ω／ｃｍ2以下といった高い帯電防止性能をハ
ードコート層に付与するにあたって、金属粒子や金属酸化物粒子といった導電性粒子を用
いて帯電防止性能を有するハードコート層を形成しようとすると、相当量の導電性粒子を
添加する必要があり、このとき、全光線透過率が低下する恐れがある。しかしながら、例
えば前記４級アンモニウム塩材料を用い、帯電防止性能を有するハードコート層を形成し
た場合には、良好な帯電防止性能が発現され、かつ、全光線透過率が低下することもない
という利点がある。
【００７０】
　本発明の反射防止フィルムでは、そのヘイズ値を０．０５～０．３％とすることが好ま
しい。ヘイズ値を０．３％以下とすることにより、明所コントラストの高い反射防止フィ
ルムとすることができる。ヘイズが０．３％を超える場合には、散乱による透過損失によ
って暗所での黒表示させた際の光モレを見かけ上抑制することは可能となるが、明所での
黒表示の際に散乱によって黒表示が白ボケし、コントラストが低下する恐れがある。なお
、反射防止フィルムのヘイズ値は小さい方が好ましいものの、ヘイズ値が０．０５％未満
の反射防止フィルムを作製することは実質的に困難である。
【００７１】
（実施の形態２）
　図２は、実施の形態１に係る反射防止フィルムを備えた、本発明の一実施形態である実
施の形態２に係る反射防止性偏光板を示す概略断面図である。
【００７２】
　図２に示すように、本発明の実施の形態２に係る反射防止性偏光板２１０は、透明基材
１１上にハードコート層１２および低屈折率層１３が順に形成された反射防止フィルム１
０を備え、該反射防止フィルム１０におけるハードコート層１２と反対側の透明基材１１
上に、偏光層２３と第２の透明基材２２とを順に備えたものである。なお、これら偏光層
２３および透明基材２２には特に限定がなく、通常偏光板に用いられるものを適宜用いる
ことができる。
【００７３】
　本発明の実施の形態２に係る反射防止性偏光板２１０は、ディスプレイ部材、画像装置
等の一部として用いることができる。
【００７４】
（実施の形態３）
　図３は、反射防止フィルム１０を有する反射防止性偏光板を備えた、本発明の一実施形
態である実施の形態３に係る透過型液晶ディスプレイを示す概略断面図である。
【００７５】
　図３（ａ）に示す透過型液晶ディスプレイは、反射防止性偏光板２００と、液晶セル３
０と、第２の偏光板４０と、バックライトユニット５０とを順に備えた透過型液晶ディス
プレイである。反射防止性偏光板２００は、透明基材１１上にハードコート層１２および
低屈折率層１３が順に形成された反射防止フィルム１０を備え、該反射防止フィルム１０
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におけるハードコート層１２と反対側の透明基材１１面側に、透明基材２１と偏光層２３
と透明基材２２とが順に積層された第１の偏光板２０を備えたものである。このとき、反
射防止フィルム１０側が観察側、すなわち、ディスプレイ表面となる。
【００７６】
　図３（ａ）に示す透過型液晶ディスプレイは、反射防止フィルム１０の透明基材１１と
、第１の偏光板２０の透明基材２１とを別々に備えるディスプレイである。
【００７７】
　バックライトユニット５０は、光源と光拡散板とを備える。液晶セル３０は、一方の透
明基材に電極が設けられ、もう一方の透明基材に電極およびカラーフィルタを備えており
、両電極間に液晶が封入された構造となっている。液晶セル３０を挟むように設けられる
第１の偏光板２０、第２の偏光板４０においては、透明基材２１、２２間に偏光層２３が
挟持され、透明基材４１、４２間に偏光層４３が挟持された構造となっている。
【００７８】
　図３（ｂ）に示す透過型液晶ディスプレイは、反射防止性偏光板２１０と、液晶セル３
０と、第２の偏光板４０と、バックライトユニット５０とを順に備えた透過型液晶ディス
プレイである。反射防止性偏光板２１０は、透明基材１１上にハードコート層１２および
低屈折率層１３が順に形成された反射防止フィルム１０を備え、該反射防止フィルム１０
におけるハードコート層１２と反対側の透明基材１１上に、偏光層２３と透明基材２２と
が順に積層された第１の偏光板を備えたものである。このとき、反射防止フィルム１０側
が観察側、すなわち、ディスプレイ表面となる。
【００７９】
　図３（ｂ）に示す透過型液晶ディスプレイは、反射防止フィルム１０のハードコート層
１２が形成されていない面、すなわち、透明基材１１面に、第１の偏光板として、偏光層
２３と透明基材２２とがこの順に設けられたディスプレイである。
【００８０】
　図３（ａ）に示す透過型液晶ディスプレイと同様に、バックライトユニット５０は、光
源と光拡散板とを備える。液晶セル３０は、一方の透明基材に電極が設けられ、もう一方
の透明基材に電極およびカラーフィルタを備えており、両電極間に液晶が封入された構造
となっている。液晶セル３０を挟むように設けられる第１の偏光板（反射防止性偏光板２
１０の一部）、第２の偏光板４０においては、透明基材２２、１１間に偏光層２３が挟持
され、透明基材４１、４２間に偏光層４３が挟持された構造となっている。
【００８１】
　なお、本発明の透過型液晶ディスプレイは、他の機能性部材を備えていてもよい。他の
機能性部材としては、例えば、バックライトから発せられる光を有効に使うための、拡散
フィルム、プリズムシート、輝度向上フィルムや、液晶セルや偏光板の位相差を補償する
ための位相差フィルム等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００８２】
（実施例）
　以下に、本発明の反射防止フィルムを実施例に基づいて説明する。
【００８３】
（実施例１）
（１）ハードコート層の形成
　４級アンモニウム塩材料としてメタクリロイルオキシエチルトリメチルアンモニウムク
ロライド（共栄社化学（株）製、ライトエステルＤＱ－１００）２０重量部、Ｎ－ビニル
ホルムアミド（荒川化学工業（株）製、ビームセット７７０）３重量部、ペンタエリスリ
トールテトラアクリレート３０重量部、光重合開始剤（ＢＡＳＦ社製、ルチリンＴＰＯ）
５重量部と、ウレタンアクリレート６０重量部、酢酸メチル５０重量部、２－ブタノン５
０重量部とを混合し、ハードコート層形成用塗液を調製した。得られたハードコート層形
成用塗液をＴＡＣフィルム上に塗布して乾燥し、紫外線照射装置（フュージョンＵＶシス
テムズジャパン（株）製、光源Ｈバルブ）を用いて照射線量２００ｍＪ／ｍ2（酸素濃度
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１５００ｐｐｍ）で紫外線照射を行い、乾燥膜厚が１０μｍ、ハードコート層の表面硬度
αが０．６３ＧＰａ、表面硬度βが０．３９ＧＰａの透明なハードコート層を形成させた
。
【００８４】
（２）低屈折率層の形成
　低屈折率シリカ粒子（平均粒子径５０ｎｍ）３６重量部、ジペンタエリスリトールヘキ
サアクリレート１．６重量部、撥水性能を有するシリコーン系材料（ビックケミー・ジャ
パン（株）製、ＢＹＫ－ＵＶ３５００）０．２重量部、光重合開始剤（ＢＡＳＦ社製、イ
ルガキュア１８４）０．２重量部、イソプロピルアルコール７２．２重量部と、メチルイ
ソブチルケトン１３．８重量部とを混合し、低屈折率層形成用塗液を調製した。得られた
低屈折率層形成用塗液をハードコート層の表面に塗布して乾燥し、前記紫外線照射装置を
用いて照射線量３６０ｍＪ／ｍ2で紫外線照射を行い、乾燥膜厚が１００ｎｍの低屈折率
層を形成させ、反射防止フィルムを得た。
【００８５】
（実施例２）
　ハードコート層の形成において、紫外線照射の際の酸素濃度を２０００ｐｐｍに変更し
、ハードコート層の表面硬度αが０．７８ＧＰａ、表面硬度βが０．７４ＧＰａとなるよ
うにしたほかは、実施例１と同様にして反射防止フィルムを得た。
【００８６】
（比較例１）
　ハードコート層の形成において、紫外線照射の際の酸素濃度を２３００ｐｐｍに変更し
、ハードコート層の表面硬度αが０．６２ＧＰａ、表面硬度βが０．３４ＧＰａとなるよ
うにしたほかは、実施例１と同様にして反射防止フィルムを得た。
【００８７】
（比較例２）
　ハードコート層の形成において、紫外線照射の際の酸素濃度を２００ｐｐｍに変更し、
ハードコート層の表面硬度αが０．９４ＧＰａ、表面硬度βが０．８７ＧＰａとなるよう
にしたほかは、実施例１と同様にして反射防止フィルムを得た。
【００８８】
（比較例３）
　ハードコート層の形成において、紫外線照射の際の酸素濃度を２５００ｐｐｍに変更し
、ハードコート層の表面硬度αが０．６２ＧＰａ、表面硬度βが０．２６ＧＰａとなるよ
うにしたほかは、実施例１と同様にして反射防止フィルムを得た。
【００８９】
　実施例１～２および比較例１～３で得られた反射防止フィルムについて、以下の方法で
評価を行った。その結果を表１に示す。
【００９０】
（耐鹸化性）
　以下の方法にて得られた反射防止フィルムの外観、耐擦傷性および表面抵抗値を各々評
価した。次に、５０℃に加温した１．５Ｎ－ＮａＯＨに各反射防止フィルムを２分間浸漬
させ、純水にて２分間水洗した後、乾燥して鹸化処理を施した。鹸化処理後の反射防止フ
ィルムについて、同様にして外観、耐擦傷性および表面抵抗値を各々評価した。鹸化処理
前後で、外観、耐擦傷性および表面抵抗値のいずれにおいても差が認められない場合を○
、少なくともいずれか１つに差が認められる場合を×とした。
【００９１】
（１）外観
　目視にて、面性異常および低屈折率層剥がれの有無を確認した。
【００９２】
（２）耐擦傷性
　反射防止フィルムの低屈折率層表面を、スチールウール（日本スチールウール（株）製
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、ボンスター＃００００）にて荷重２００ｇ／ｃｍ2で１０往復し、目視にて傷の本数を
数え、本数に応じてランク分けをした。
Ａランク：傷０～１０本
Ｂランク：傷１１～２０本
Ｃランク：傷２１～３０本
Ｄランク：傷３１～４０本
Ｅランク：傷４１本以上
【００９３】
（３）表面抵抗値
　反射防止フィルムの低屈折率層表面の表面抵抗値を、ＪＩＳ　Ｋ　６９１１に記載の方
法に準拠して測定した。
【００９４】
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【表１】

【００９５】
　表１に示す結果から、実施例１～２のように、表面硬度αが０．６～０．８ＧＰａの範
囲で、β／αが０．６～１．０の範囲である反射防止フィルムは、鹸化処理前の外観、耐
擦傷性および表面抵抗値が良好であり、かつ鹸化処理前後でこれら外観、耐擦傷性および
表面抵抗値のいずれにも変化がなく、耐鹸化性に優れていることが分かる。
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【００９６】
　一方、比較例１～３のように、表面硬度αが０．６～０．８ＧＰａの範囲外であるか、
β／αが０．６～１．０の範囲外である反射防止フィルムは、鹸化処理後の耐擦傷性が不
十分であるか、または鹸化処理により低屈折率層剥がれが発生し、耐鹸化性に劣っている
ことが分かる。
【産業上の利用可能性】
【００９７】
　本発明の反射防止フィルムは、例えば、画像表示装置、またガラスやプラスチックフィ
ルムからなるウィンドウ、光学レンズ等の表面に使用することができる。
【符号の説明】
【００９８】
１０　　反射防止フィルム
１１　　透明基材
１２　　ハードコート層
１３　　低屈折率層
２０　　第１の偏光板
２１　　透明基材
２２　　透明基材
２３　　偏光層
２００　反射防止性偏光板
２１０　反射防止性偏光板
３０　　液晶セル
４０　　第２の偏光板
４１　　透明基材
４２　　透明基材
４３　　偏光層
５０　　バックライトユニット
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